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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第63期
第１四半期
連結累計期間

第64期
第１四半期
連結累計期間

第63期

会計期間
自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日

自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日

自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日

売上高 （千円） 2,708,500 2,174,530 12,272,610

経常利益又は経常損失（△） （千円） △46,439 △80,728 263,281

親会社株主に帰属する四半期純損失

（△）又は親会社株主に帰属する当

期純利益

（千円） △43,138 △64,917 147,099

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △3,819 △70,726 240,106

純資産額 （千円） 6,230,264 6,343,665 6,473,877

総資産額 （千円） 14,386,606 13,714,670 14,862,917

１株当たり四半期純損失（△）又は

１株当たり当期純利益
（円） △14.89 △22.41 50.79

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 43.2 46.1 43.4

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。

４．当社は、平成29年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年

度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純損失（△）及び１株当たり当期純利益を

算定しております。

５．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営

指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な

変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。
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２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）財政状態及び経営成績の状況

①経営成績

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用・所得環境の改善により個人消費の持ち直し

が見られるものの、大国間の保護主義の台頭や国内での人手不足などによるリスクが懸念されるなど、景気の先行

きは不透明な状況で推移いたしました。

　このような状況のもと、当社グループ（当社および子会社）は、販売部門においては、各支店に配置の営業推進

部を中心に役所やコンサルに向けた提案営業を鋭意推進するとともに、民需開拓にも注力するなど、受注獲得に努

めてまいりました。また、採算性の向上に向けて、高付加価値の製品の拡販にも注力いたしました。一方、生産部

門においては、生産性の向上をより一層推進するとともに、生産子会社ならびに協力会社との連携を強化しながら

更なる原価の低減を推し進めるなど、グループ一丸となって収益の向上に努めてまいりました。

　当第１四半期連結累計期間の経営成績につきましては、売上高は21億74百万円（前年同期比19.7％減）、損益面

では、営業損失は97百万円（前年同四半期は59百万円の損失）、経常損失は80百万円（前年同四半期は46百万円の

損失）、親会社株主に帰属する四半期純損失は64百万円（前年同四半期は43百万円の損失）となりました。

　セグメント別の経営成績は、次のとおりであります。

 

（土木資材事業）

　四国地区において大型民間物件の受注に伴い、ボックスカルバートや水路製品などが売上を伸ばしたものの、前

年同期の売上に寄与した公共工事の大型物件や繰延物件が減少したことで、主力の道路用製品などが振るわず、当

セグメントの売上高は13億59百万円（前年同期比23.4％減）、当セグメント損失は31百万円（同23百万円の悪化）

となりました。

 

（景観資材事業）

　高付加価値の製品の拡販に注力した結果、主力のバリアフリータイプを始め、透水・保水タイプや遮熱性に優れ

た舗装材は堅調に推移したものの、一般舗装材やその他の関連製品などが振るわなかったことから、当セグメント

の売上高は５億16百万円（前年同期比16.9％減）、当セグメント損失は72百万円（同16百万円の悪化）となりまし

た。

 

（エクステリア事業）

　品揃えを図りハウスメーカーへの拡販を推進した結果、主力製品の立水栓を始めとするガーデン関連製品は堅調

に推移したものの、積み材製品が振るわず、当セグメントの売上高は２億98百万円（前年同期比4.2％減）、当セ

グメント利益は５百万円（前年同期比56.4％増）となりました。

 

②財政状態

　当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べて11億48万円減少し、137億14百万円

となりました。これは主に、売上高に季節的変動があることで、売上債権の受取手形及び売掛金が13億３百万円減

少したものであります。

　当第１四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末に比べて10億18百万円減少し、73億71百万円と

なりました。これは主に、売上高の季節的変動に伴い、仕入債務の支払手形及び買掛金が５億50百万円減少、なら

びに電子記録債務が１億36百万円減少したものであります。

　当第１四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べて１億30百万円減少し、63億43百万円

となりました。これは主に、親会社株主に帰属する四半期純損失の計上ならびに配当金の支払いにより利益剰余金

が減少したことによるものであります。この結果、自己資本比率は46.1％となりました。

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

 

(3）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は32百万円であります。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 7,200,000

計 7,200,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成30年６月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成30年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 3,064,200 3,064,200

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数は100株で

あります。

計 3,064,200 3,064,200 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成30年６月30日 － 3,064,200 － 2,019,800 － 505,000

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成30年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成30年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（注）

普通株式

167,900
－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

2,886,000
28,860 －

単元未満株式
普通株式

10,300
－

１単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数 3,064,200 － －

総株主の議決権 － 28,860 －

（注）「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社所有の自己株式であります。

 

②【自己株式等】

平成30年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数の
合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合
（％）

（自己保有株式）

日本興業株式会社

香川県さぬき市志度

4614番地13
167,900 － 167,900 5.48

計 － 167,900 － 167,900 5.48

 

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成30年４月１日から平

成30年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,111,714 1,082,021

受取手形及び売掛金 4,265,226 2,961,988

電子記録債権 753,697 750,377

商品及び製品 1,052,696 1,210,561

仕掛品 86,428 102,952

未成工事支出金 4,274 6,678

原材料及び貯蔵品 206,267 230,677

その他 52,270 53,785

貸倒引当金 △2,210 △1,890

流動資産合計 7,530,365 6,397,154

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,073,349 1,060,543

土地 4,545,923 4,545,923

その他（純額） 789,847 778,363

有形固定資産合計 6,409,120 6,384,831

無形固定資産 204,417 203,549

投資その他の資産   

投資有価証券 595,759 590,641

退職給付に係る資産 37,707 48,019

繰延税金資産 9,010 15,483

その他 84,469 85,022

貸倒引当金 △7,934 △10,030

投資その他の資産合計 719,013 729,135

固定資産合計 7,332,551 7,317,516

資産合計 14,862,917 13,714,670

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,863,315 1,312,779

電子記録債務 897,328 760,422

短期借入金 3,587,806 3,432,596

未払法人税等 58,148 13,746

未払消費税等 97,838 27,406

未払費用 145,337 254,283

賞与引当金 97,094 60,785

役員賞与引当金 4,068 －

その他 284,700 280,039

流動負債合計 7,035,636 6,142,060

固定負債   

長期借入金 1,144,118 1,038,574

繰延税金負債 21,370 －

その他 187,915 190,370

固定負債合計 1,353,403 1,228,944

負債合計 8,389,040 7,371,004
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,019,800 2,019,800

資本剰余金 2,016,609 2,016,609

利益剰余金 2,235,460 2,112,617

自己株式 △90,948 △90,948

株主資本合計 6,180,921 6,058,078

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 217,131 213,489

退職給付に係る調整累計額 52,990 50,261

その他の包括利益累計額合計 270,122 263,751

非支配株主持分 22,833 21,835

純資産合計 6,473,877 6,343,665

負債純資産合計 14,862,917 13,714,670
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年６月30日)

売上高 ※１ 2,708,500 ※１ 2,174,530

売上原価 ※２ 2,286,746 ※２ 1,775,979

売上総利益 421,753 398,551

販売費及び一般管理費 481,643 495,832

営業損失（△） △59,889 △97,280

営業外収益   

受取配当金 6,471 7,149

受取賃貸料 5,913 6,267

工業所有権実施許諾料 1,616 1,688

雑収入 8,005 8,759

営業外収益合計 22,006 23,865

営業外費用   

支払利息 5,880 5,157

賃貸費用 1,315 1,278

雑損失 1,360 876

営業外費用合計 8,556 7,312

経常損失（△） △46,439 △80,728

特別損失   

固定資産除却損 － 2,045

特別損失合計 － 2,045

税金等調整前四半期純損失（△） △46,439 △82,774

法人税、住民税及び事業税 8,792 6,756

法人税等調整額 △14,852 △25,174

法人税等合計 △6,060 △18,418

四半期純損失（△） △40,379 △64,355

非支配株主に帰属する四半期純利益 2,759 561

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △43,138 △64,917
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  (単位：千円)

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年６月30日)

四半期純損失（△） △40,379 △64,355

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 37,877 △3,642

退職給付に係る調整額 △1,318 △2,729

その他の包括利益合計 36,559 △6,371

四半期包括利益 △3,819 △70,726

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △6,579 △71,288

非支配株主に係る四半期包括利益 2,759 561
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【注記事項】

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定

負債の区分に表示しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

１　受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成30年3月31日）
当第1四半期連結会計期間
（平成30年6月30日）

受取手形裏書譲渡高 29,032千円 19,381千円

 

２　四半期連結会計期間末日の満期手形等の会計処理

　当四半期連結会計期間の末日は金融機関の休日でありましたが、満期日に決済が行われたものとして処理

しております。当四半期連結会計期間末日満期手形等の金額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成30年６月30日）

受取手形 131,599千円 250,512千円

裏書手形 4,969 544

電子記録債権 58,297 48,835

支払手形 188,284 190,017

電子記録債務 158,833 205,683

その他（設備関係支払手形、
設備関係電子記録債務）

11,047 13,624

 

（四半期連結損益計算書関係）

　前第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自　平成30年４月１日　至　平成30年６月30日）

※１　売上の季節的変動について

　当社グループでは、通常の営業形態として、第４四半期連結会計期間の売上高は他の四半期連結会計期

間の売上高と比べ著しく高くなっており、第１四半期から第３四半期までの各四半期連結会計期間と第４

四半期連結会計期間の業績に季節的変動があります。

 

※２　当社グループ製・商品は重量物であり、運賃コストの占める割合が大きく、かつ契約は得意先現地渡が大

部分であるため、運賃は売上原価に計上しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日）

減価償却費 86,648千円 79,405千円
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（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年４月28日

取締役会
普通株式 57,929 4.00 平成29年３月31日 平成29年６月９日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年４月27日

取締役会
普通株式 57,924 20.00 平成30年３月31日 平成30年６月８日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
四半期連結損益
計算書計上額
（注） 土木資材事業 景観資材事業

エクステリア
事業

合計

売上高       

外部顧客への売上高 1,775,173 621,605 311,721 2,708,500 － 2,708,500

セグメント間の内部

売上高又は振替高
707 3,631 184 4,524 △4,524 －

計 1,775,881 625,236 311,906 2,713,024 △4,524 2,708,500

セグメント利益又は

損失（△）
△7,879 △55,833 3,823 △59,889 － △59,889

（注）　セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
四半期連結損益
計算書計上額
（注） 土木資材事業 景観資材事業

エクステリア
事業

合計

売上高       

外部顧客への売上高 1,359,435 516,507 298,587 2,174,530 － 2,174,530

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ 31 － 31 △31 －

計 1,359,435 516,539 298,587 2,174,562 △31 2,174,530

セグメント利益又は

損失（△）
△31,020 △72,239 5,979 △97,280 － △97,280

（注）　セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失（△）及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日）

１株当たり四半期純損失（△）  △14円89銭 △22円41銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する

四半期純損失（△）
（千円） △43,138 △64,917

普通株主に帰属しない金額 （千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純損失（△）
（千円） △43,138 △64,917

普通株式の期中平均株式数 （株） 2,896,481 2,896,232

（注）１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

２　当社は、平成29年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年

度の期首に当該株式併合が行われたと仮定して、１株当たり四半期純損失（△）を算定しております。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

２【その他】

　平成30年４月27日開催の取締役会において、平成30年３月31日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のと

おり期末配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額 57,924千円

②　１株当たりの金額 20円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成30年６月８日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年８月３日

日本興業株式会社
 

 取締役会　御中 

 

 有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 久　　保　　誉　　一　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 池　　田　　哲　　也　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本興業株式会

社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成30年４月１日から平成

30年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本興業株式会社及び連結子会社の平成30年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期 

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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